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自己紹介

小黒一正

法政大学経済学部教授。

1974年生まれ。京都大学理学部卒業、一橋大学大学院経済学研究科博士課程修了（経済学博士）。１９９７年 大蔵省

（現財務省）入省後、大臣官房文書課法令審査官補、関税局監視課総括補佐、財務省財務総合政策研究所主任研究官、

一橋大学経済研究所准教授などを経て、２０１５年４月から現職。

この間、財務省財務総合政策研究所上席客員研究員、経済産業研究所コンサルティングフェロー、厚生労働省「保健医

療2035 推進」参与、内閣官房「革新的事業活動評価委員会」委員、内閣官房・新しい資本主義実現本部事務局「新技術

等効果評価委員会」委員、財務省・財政制度等審議会「財政制度分科会」委員、会計検査院特別調査職、鹿島平和研究

所理事、日本財政学会理事、新時代戦略研究所理事、日本医療福祉建築協会理事、キヤノングローバル戦略研究所主

任研究員等を歴任。

専門は公共経済学。主な著書に、『日本経済の再構築』（単著／日本経済新聞出版社）、『人口動態変化と財政・社会保

障の制度設計』（編著／日本評論社）、『財政と民主主義 ポピュリズムは債務危機への道か』（共著／日本経済新聞出

版社）、『薬価の経済学』（編著／日本経済新聞出版社）等がある。
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人口動態の動き
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日本財政の現状と
内閣府の「中長期試算」

7



8



国の一般会計予算（歳出・税収）の推移
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内閣府の中長期試算（2023年1月版）
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（出所）内閣府資料
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（出所）内閣府データ等から筆者作成
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名目GDP成長率の推移と試算前提

名目GDP成長率_実績

名目成長率の平均

名目GDP成長率_成長実現ケース（2023年1月）

名目GDP成長率_ベースラインケース（2023年1月）

名目GDP成長率_成長実現ケース（2022年7月）

名目GDP成長率_ベースラインケース（2022年7月）



ドーマーの命題

• 財政赤字（対GDP）をｑ、名目GDP成長率をｎとすると、以下が成り立つ。

債務残高（対GDP）の収束値＝ｑ / ｎ

• 例えば、名目GDP成長率（ｎ）が0.35％程度で、財政赤字のGDP比（ｑ）

が1.6％超の場合、債務残高（対GDP）の収束値は457％超（ｑ/ｎ＝4.57）

となってしまう。

• この原因は財政赤字の大きさにあり、もし名目GDP成長率が0.35％程度で、

債務残高（対GDP）の収束値を現在と同水準の200％程度に留めるならば、

PB均衡の目標では甘く、財政赤字（対GDP）は0.7％程度まで抑制する必

要
20



2032年度の財政赤字（対GDP）1.6％の前提

物価上昇率

2023年1月の消費者物価指数の上昇率は4％を超えているにもかかわらず、試算が前提とす

る消費者物価指数の上昇率は2023年度で1.7％しかない

長期金利

「イールドカーブ」から、長期金利を大雑把に読み取っても、少なくとも0.9％程度の水準になっ

てもおかしくないが、試算が前提とする長期金利も2023年度は0.4％しかない

防衛費

防衛費増額の財源も、政府の計画では、「歳出改革」「決算剰余金の活用」「防衛力強化資金」

で約３兆円、法人税やたばこ税などの増税で約１兆円を賄うとしているが、前者の約３兆円は恒

久財源にならないにもかかわらず、内閣府の試算の前提では、国債発行をせずに財源を賄われ

ていると仮定

21



国債費、26年度に4.5兆円増 財務省が想定金利1.6%に
（日本経済新聞2023年1/17）

• 財務省が2023年度予算案をもとに歳出や歳入の見通しを推計する「後年度影響試算」が17日

分かった。国債の元利払いに充てる国債費は26年度に29.8兆円と、23年度予算案から4.5兆

円ほど膨らむ。足元の長期金利を加味し利払い費の見積もりに使う10年債の想定金利を

1.6%と前回試算から引き上げた。国債費は歳出総額の4分の1超まで拡大し政策経費の歳出

余地は一層圧迫される。

• 後年度試算は予算案の国会での審議入りに合わせて例年1月に公表する。想定金利は23年

度予算案は1.1%にしていた。市場の将来予測を考慮し24年度を1.3%、25年度1.5%、26年

度1.6%とした。24年度以降の名目の経済成長率は高めの3.0%、消費者物価上昇率は2.0%

と仮定した。（以下、略）
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金利低下ボーナスの終焉か
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改革のヒント
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約20年間（2018年度→2040年度）で

年金 約57兆円 → 約73兆円

（約10％） （約9.3％）

医療 約40兆円 → 約67－70兆円

（約7％） （約8.4－8.9％）
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年金のマクロ経済スライド

2004年の年金改革により、年金にはマクロ経済スライドが導入されたため（現在の発動は、2015

年度、2019年度、2020年度の3回）

→ 年金改革が脱政治化され、年金給付費（対GDP）が安定的に推移



価格Pを約20年間で2％調整すれば、
医療費（対GDP）は安定化できる

医療費（対GDP)＝

P×Q

名目GDP

＝

医療費

名目GDP
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後期高齢者医療制度の診療報酬に
自動調整メカニズムを導入

※ 予算枠に余りがあれば利用可能（例：COVID-19）

医療費の自然増加率
（後期高齢者医療制度部分）

名目GDP成長率

自動調整メカニズム
による調整（例：α＝0.125％）

Z点→Z×（1－α）点

実際の改定率等による

医療費の増加率（後期高齢
者医療制度部分）

31

※ この自動調整メカニズムは、医療費の「伸び」を抑制するのが目的であり、
医療費の「総額」をカットするものではない。
例：2020年度 診療報酬本体の改定率 0.55％増 → （0.55－β）％増



保健医療分野のICT改革（ビッグデータや
AIの活用を含む）は「攻撃＆守備」

32

ICTによる効率化
のターゲット



改革（案）のポイント
― 日経・経済教室からの抜粋 ―

• 自己負担は診療報酬に比例するため、診療報酬を抑制しても75歳以上の窓口負担が基本的

に増加することはない。また、趨勢的に医療費の約半分は医療従事者の人件費だが、このメ

カニズムの下では医療費のＧＤＰ比は一定水準に落ち着き、人件費も成長率に連動して伸び

る。

• にもかかわらず、財務省は自動調整を診療報酬でなく、自己負担による対応で打ち出した。日

本医師会などの収入減への反発を懸念してのことだろうが、それは誤解で、医師などの人件

費も成長率に連動して伸びる。年齢別の窓口負担を撤廃し、世代で公平にする改革に異論は

ないが、財政的リスク保護の視点で負担増にも限界があり、改革コストのすべてを国民（患者）

だけに押し付けてはならない。
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国民医療費 （単位：兆円）

実績

試算①

試算②

0.5%成長

0.75%成長



2023年度の健康保険の平均料率が9.27%となり、社会保険料率の合計は約30％（国民負担率は46.8％）に
到達する見込み。子育てを担う現役世代の負担軽減の観点でも、中長期的な経済成長率と乖離しないよう、
社会保障給付費の伸びを微調整する仕組みも検討すべきではないか。

国民負担率（対NI、右目盛り）

46.80%

社会保険料負担率（対NI、右目盛り）

18.70%

14.58%

社会保障給付費（対GDP）の実績 22.14%

10.22%

社会保険料負担（対GDP）の実績

13.22%

21.50%

21.80%

社会保障給付費（対GDP）の政府予測

24.10%

12.40%

12.60%

社会保険料負担（対GDP）の政府予測

13.60%
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（出所）内閣官房・内閣府・財務省・厚生労働省（2018）「2040年を見据えた社会保障の将来見通し（議論の素材）」、財務省「国民負担率（対国民所得比）の推移」、国立社会保障・人口
問題研究所「令和元年度 社会保障費用統計」等から筆者作成



必要な改革の哲学
大内兵衛

大蔵省を経て、1919年、新設の東大経済学部に着任、助教授
として財政学を担当。1949年に東大経済学部を教授で退官後
は、1950年より1959年まで法政大学総長。社会保障制度審
議会初代会長を務め、1950年の「社会保障制度に関する勧
告」では、日本の社会保障の理念と制度化の方向を提示。

なお、社会保障審議会・勧告に関する制度研究の中心とみら
れる当初の学識経験者は、勝俣稔(元厚生省局長)、末高信
(早稲田大学教授)、園乾治(慶応大学教授)、原泰一(民生委
員連盟会長)、桂泉(中労委委員)、大内兵衛(法政大学総長)、
近藤文二(大阪商大教授)、清水玄(元厚生省局長)、長尾春雄
(労災保険委委員)、川北禎一(日銀副総裁)の各氏。
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参考
異次元の少子化対策

40



提案

第3子以降１０００万円

例： 出産育児一時金

企業別の合計特殊出生率の開示義務付け

例： ESG投資、官庁、政党

41



北欧の“ある国”と日本の出生率の推移

（出所）小黒（2020）「出生数90万人割れの衝撃－人口減少に適合した社会保障制度の抜本改

革を－」東京財団政策研究所
42



（答え）フィンランド

最近、政権が交代したが、2019年12月 サンナ・マリン氏（34当時）が女性首相に

フィンランドでは3人目の女性首相だったが、新内閣（当時）は女性12人・男性7人で、彼女は世

界で最も若い首相だった。

2020年の社会保障費（対GDP） 42.1％

（構成の内訳 合計100％）

疾病・保健22.1％ 障害者支援9.1％

高齢者支援42.2％ 家族及び子育て支援9.6％

失業対策7.0％ 住宅2.9％

その他3.0％

（出所）外務省HP（https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/finland/data.html）
43

家族及び子育て支援は
GDPの約４％

https://www.mofa.go.jp/mofaj/area/finland/data.html


出生率（TFR）の基本方程式

合計特殊出生率≒婚姻率×有配偶出生数

＝ （１－生涯未婚率 ）×有配偶出生数

１．３ ＝ （１－約35％） × 約２

ケースⅠ

１．８ ＝ （１－約10％） × 約２

ケースⅡ

１．９５ ＝ （１－約35％） × 約３

２．６ ＝ （１－約35％） × 約４



（出所）内閣府「少子化社会対策白書」（2019年）



施策のポイント

◎ 仮に出生数が80万人から120万人に増加しても、そのうち第3子以降

の子どもが30万人ならば、3兆円（＝30万人×1000万人）の財源で賄うこ

とができる（第1子以降1000万円だと、12兆円もの巨額の財源が必要）

46

◎ 第3子以降1000万円という異次元な政策であっても、その効果が無

く、出生数がほとんど増えなければ、追加的な予算はほとんどかからない。

◎ なので、数年間、実験してみても効果がなかったら、止めればよい。



提案

第3子以降１０００万円

例： 出産育児一時金

企業別の合計特殊出生率の開示義務付け

例： ESG投資、各省庁、各地方自治体、各政党

47
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